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別紙 ２ サービス対価の算定及び支払方法（案） 

 

１ 本事業に係る対価の構成 

町が PFI 事業者に対して支払う本事業に係る対価は、下表の対価から構成される。 

 

区分 項目 該当する業務等 

サービス対価 

A 

施設整備に係

る対価 

施設整

備費 
A-1 建設期

間中及び竣

工時に支払 

う対価 

・新庁舎設計業務 

・解体撤去設計業務 

・都市空間・外構設計業務 

・新庁舎工事監理業務 

・解体撤去工事監理業務 

・新庁舎周辺外構工事監理業務 

・新庁舎建設業務 

・新庁舎周辺施設解体撤去業務 

・新庁舎周辺外構工事業務 

以上の業務の対価の一部 

A-2 割賦元

本 

・新庁舎設計業務 

・解体撤去設計業務 

・都市空間・外構設計業務 

・新庁舎工事監理業務 

・解体撤去工事監理業務 

・新庁舎周辺外構工事監理業務 

・新庁舎建設業務 

・新庁舎周辺解体撤去業務 

・新庁舎周辺外構工事業務 

以上の業務の対価の一部 

・全体マネジメント業務 

・事前調査業務 

・新庁舎開庁準備業務 

・確認申請等業務 

・SPC関連費用 

・建中金利 

・資金調達に要する費用 

・その他施設整備に係る費用 

A-3 

割賦手数料相当 

A-2 を年１ 回支払の元利均等の割賦支払とする 

ことから発生する金利相当額 

サービス対価 B 

維持管理業務に係る対価 

・全体マネジメント業務 

・建築物・建築設備の点検保守業務 

・警備業務 
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区分 項目 該当する業務等 

サービス対価 C 

提案業務の対価 

・その他 PFI 事業者による提案業務 

サービス対価 D 
その他の費用 

・SPC管理費 

・その他諸経費 

 

２ 施設整備に係る対価 

（１）施設整備費への起債等適用の考え方 

 A-1建設期間中及び竣工時に支払う対価の一部に、「一般単独事業債」の充当を想定してい

る。起債の適用対象以外をA-2割賦元本とする予定である。 

 
 

（２）算定方法 

ア 施設整備費用相当 

（ｱ）A-1 各年度支払分 

「総務省 地方債同意等基準（最新版）」や「総務省 地方債同意等基準運用要綱（最新

版）」を遵守及び参照した上で、町の財政負担が最大限低減するような提案を期待する。各

年度の施設整備費のうち、下記のA-1対象の75％を支払う。 

費目 A-1対象 

 設計業務費 
 

新庁舎設計業務 〇 

解体撤去設計業務 〇 

 外構設計業務（PFI施工範囲） 〇 

都市空間・外構設計業務(PFI施工範囲外)  

確認申請等許認可申請  

 工事監理業務費 
 

新庁舎工事監理業務 〇 
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解体撤去工事監理業務（PFI範囲） 〇 

外構工事監理業務（PFI範囲） 〇 

 建設業務費 

 新庁舎建設業務 〇 

 解体撤去業務（PFI範囲） 〇 

外構工事業務（PFI範囲） 〇 

 

（ｲ）A-2 割賦支払分 

施設整備業務の対価から A-1 を控除した残額 

 

イ 割賦手数料相当 

割賦手数料は、元利均等支払を前提とする支払金利により算定するものとし、支払金利は、

基準金利と PFI 事業者の提案するスプレッドの合計とする。基準金利及びスプレッドは以

下のとおりとする。 

なお、基準金利がマイナスの場合、基準金利を 0％として算定するものとする。 

 

（ｱ）基準金利 

提案時の基準金利は、1.50％とする。なお、金利は引渡し日の２銀行営業日前の 

Refinitiv（登録商標）より提供されている午前１0時30分現在の東京スワップレファレンス

レート（TONA参照）としてJPTSRTOA=RFTB に掲示されている TONA ベース10年もの（円/円）

金利スワップレートとするものとし、また、提案時の金利と、本件施設等の引渡日の２営業

日前の基準金利に差が生じた場合には、この差に応じて割賦手数料を改定する。なお、「営

業日」とは、日本国の法令等により銀行が休日とされる日以外の日をいう。 

 

（ｲ）スプレッド 

PFI 事業者が提案書に記載した率とする。 

 

（２）対価金額 

ア 施設整備業務の対価  

 

イ 割賦手数料相当 

基準金利＋提案スプレッドにより算定した金額 

 

（３）施設整備に係る対価の支払方法

ア 各年度支払い分 

・ 毎年度末から 10 日以内に PFI 事業者は町に対して適法な請求書を提出する。 

・ 町は、上記の請求書を受理した日から 30 日以内に支払う。 

 

イ 割賦支払分 

・ 町は、2030年度から 20 年間にわたり元利均等による割賦支払いを行う。 

・ PFI 事業者は、毎年度 3 月末日から 10 日の間に、町に対して適法な請求書を持参にて  

提出する。 

・ 町は、上記の請求書を受理した日から 30 日以内に支払う。 
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（４）施設整備に係る対価の改定 

1） 金利の見直し 

基準金利の変動を勘案し、以下の方法により見直しを行う。 
 

ア 改定時期 

本件施設等の最終引渡日の 10 年後の応答日において、基準金利の見直しを行うもの

とし、以降の割賦支払分の割賦手数料相当額について変更するものとする。 

 

イ 改定後の基準金利 

本件施設等の最終引渡日の 10 年後の応答日のRefinitiv（登録商標）より提供されて

いる午前１0時30分現在の東京スワップレファレンスレート（TONA参照）として

JPTSRTOA=RFTB に掲示されている TONA ベース10年もの（円/円）金利スワップレート

とする。 

 
2）サービス対価Aの改定方法 

ア 対象となる費用 

対象となる費用は、サービス対価Aを構成する「建設業務」の費用のうち「建設工事

（直接工事費及び共通費など直接建設業務に必要な経費）」に要する費用のみとする。 

なお、建設工事に伴う一般管理費、各種申請等の業務、施設に関する保険付保、竣工

検査・引渡し、設置及びその他業務に要する費用は対象外とする。 

 

イ 物価変動の指標値 

改定する際の物価変動の基準となる指標は、以下の指標を基本とするが、新庁舎の事

業者提案後に主構造に基づいた指標に変更する場合がある。 

 

種別 使用する指標 

新庁舎建設工事 

新庁舎周辺外構工事 

一般財団法人建設物価調査会が公表する「建築費指数」

における「構造別平均RC」の「大阪」の「工事原価」 

解体撤去工事 
一般財団法人建設物価調査会が公表する「建築費指数」

における「構造別平均S」の「大阪」の「工事原価」 

 

ウ 改定の計算方法 

公告日の属する月の指標値と本施設の工事着工届出日の属する月の指標値を比較し、

1.5％を超える物価変動がある場合は、町及び事業者は物価変動に基づく改定の申し入

れを行うことができる。 

 

【設計完了時】 

「A」＝提案書に記載された建設費  

「A’」＝改定後の建設費 

「B」＝公告時（月）の建設費指数  

「B’」＝工事着工届出日（月）の建設費指数  

・改定後の建設費用「A’」を求めるための計算式は、以下のとおりである。  

A’=A×（B’／B－1.5/100） 
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3）サービス対価Bの改定方法 

ア 対象となる費用 

サービス対価Bの業務を対象とする。 

  

イ 物価変動の指標値 

改定する際の物価変動の基準となる指標は、以下の指標とするが、事業者と必要に応

じて協議できるものとする。 

種別 使用する指標 

全ての業務 
「消費税の影響を除く企業向けサービス価格指数(日本銀

行)」の「諸サービス」の「建物サービス」 

 

ウ 改定の計算方法 

上記で示した物価指数について、前回改定時に比べて3％以上の変動（ただし消費税

の税率の変更による影響を除く。）が認められる場合に、サービス対価Bを以下の算式

に基づいて改定する。以降、物価変動に伴う維持管理の対価の見直しを3年毎に行うこ

ととする。ただし、初年度については、2026年度（令和8年度）の値と2028年度（令和

10年度）の指標を比較し3％以上の変動（ただし消費税の税率の変更による影響を除

く。）が認められる場合に改定する。 
 
【計算式】 

Ｐx＝Ｐr×(ＰＩx-1/ＰＩr)   

ただし｜(ＰＩx-1/ＰＩr)－1｜≧3.0％   

Ｐr：前回改定時のサービス対価B 

Ｐx：改定後の x 年度のサービス対価B  

ＰＩx-1：前年度の指標(４月～３月)の指標   

ＰＩr：前回改定を行った年度(４月～３月)の指標 （いずれも年度平均）   

※ Ｐx に１円未満の端数が生じた場合には切り捨てとする。 

 


